
The Japanese Society of Physical Fitness and Sport Medicine

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Soolety 　of 　Physloal 　Fltness 　and 　Sport 　Medlolne

40 プロ ジ ェ ク ト研究 ： 身体機能改善 の た め の 要介護化 予防 プ ロ グ ラム

運動器機能 と栄養の 改善および活動意欲の向上 を 目指す

　　　　　　包括的介護予 防プロ グラムの 提案

大　藏　倫 博 ， 奥 野 純 子 ， 深 作 貴 子 ， 金

　　　　（筑波大学大学院人間 総合科学研究科）

美　 芝

1 ．は じめ に

　2006年の 介護保険制度改正 に際 して ，生活機能（心

身機能 ・
活動能力

・社会参加）の 悪化防止を意図 し

た 「予防重視型社会シ ス テ ム の 構築 」 が 重要課題 と

して掲げられ た．改正 介護保険制度下で は新た に地

域支援事業が創設され，放置する と要介護状態に移

行する恐れ の ある ハ イリス ク者を特定高齢者と定義

し，
「
運動器の 機能向上 」

「
栄養改善」

「閉 じこ もり

予防」 等の サ
ー

ビ ス を提供する こ とで
， 要介護化状

態へ の 悪化を防 ぐ方針が示 された．しか し，その 具

体的方法や効果 に つ い て福祉現場 の 担当者や研究者

らの 間で 見解が
一

致 して い る とは 言い 難 い ．本研究

の 日的は
， 運動器機能お よび栄養の改善 ， 活動意欲

の 向上 を目的と した包括的介護予 防プ ロ グ ラ ム を提

案 し， プロ グラ ム 実践 に伴 う効果を検証する こ とで

ある ．

2 ，方法

【対象者】2006年お よび2007年に茨城県 Y 町で 開催

された 2度 の地域支援事業 「介護予防教室 （週 1 回

開催 ，
3 ヵ 月間で全 12回 × 2 教室）」に参加 した65−90

歳の特定高齢者34名 （男性10名 の 平均年齢76．0歳，

女性 24名 の 平均 年齢78．9歳）【プロ グ ラ ム作成の 指

針】以下 の 7 つ の 要素 を設定 した．  目的 （運動器

機能と栄養の改善 ，活動意欲の 向 ヒ），  目標設定 （1

ヵ 月ご との達成 目標），  各回 の なが れ （1 回ご と

の プロ グラ ム），  指導形態 （集団指導 と小 グル ー

プ指導 の適切 な組合せ ），  在宅学習 （運動 ・栄養

改善の 習慣化），  家族 フ ァ イ ル （家族 の 理解 と情

報の 共有化），  ス タ ッ フ の 役割 （専門職 の 配 置と

役割分担）

3 ，結果

【運動器機能へ の 効果】ほ とん どの 体力測定項 目で

改善傾向がみ られた，開眼片足立 ち，長座位体前屈，

ス テ ッ プ テ ス ト， タイム ドア ッ プア ン ドゴ ー
の 4 項

目に お い て統計学的に有意に 改善 した ．【栄養改善

効果】さまざまな食品をバ ラ ン ス よ く摂取する こ と

は
， 自立に必要な生活機能や体力向上 と関連があ り，

介護予防に おい て有意義で ある こ とが確認 された．

特に 血 中ビタ ミ ン D 濃度が低下 して い る者は運動の

効果が十分 に引 き出せ な い 可能性が示唆 された．【活

動意欲 の 向上】教室終了後 （3 ヵ 月経過）時点で 運

動習慣の ある 者の割合は増加傾 向にあ り，本プロ グ

ラ ム が運動実践 ・継続方法を学ぶ 場 と して 有効で あ

っ た こ とが うかが えた．

4．まとめ と今後の課題

　本 プ ロ グラ ム の実践 は，量的検討に加えて ，参加

者や家族，自治体の 専門職員の 感想 （質的検討）か

らも有意義で ある と考えられた．
一

方 ， 介護予防の

本質は長 きに わた り高齢者本人が生活意欲 を保ち ，

自立 した生活 を送る こ と にある こ とか ら，よ り長期

間の 追跡調査に よ っ て プロ グ ラム の 有効性を評価す

る必要が ある．
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